
平成 14年 2月期    個別中間財務諸表の概要 平成13年10月　9日

上   場   会   社   名       株式会社      野家ディー・アンド・シー 上場取引所 東

コード番号       9861 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役財務経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　藤城利英 TEL (03) 5269 - 5111
中間決算取締役会開催日　　平成１３年１０月　９日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　      平成１３年１１月　９日

１. 13年 8月中間期の業績（平成１３年　３月　１日 ～ 平成１３年　８月３１日）
(1)経営成績 (注)金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 8月中間期 46,839 18.4 9,342 32.7 9,798 16.1
12年 8月中間期 39,571 4.1 7,040 1.0 8,442 14.4
13年 2月期 79,846 2.6 15,197 0.5 16,197 12.0

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円

13年 8月中間期 3,765 △12.9 5,684
12年 8月中間期 4,325 30.2 6,529
13年 2月期 6,422 △ 1.2 9,696
(注)①期中平均株式数    13年 8月中間期　　662,400株  　　 12年 8月中間期　　662,400株  　　 13年 2月期　　662,400株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 円

13年 8月中間期 1,600 －
12年 8月中間期 1,500 －
13年 2月期 － 3,200

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円

13年 8月中間期 88,626 74,119 83.6 111,896
12年 8月中間期 80,589 70,057 86.9 105,763
13年 2月期 81,273 71,165 87.6 107,436
(注)期末発行済株式数    13年 8月中間期     662,400  株   12年 8月中間期    662,400 株   13年 2月期     662,400 株

２. 14年 2月期の業績予想（ 平成 13 年 3  月 1 日  ～  平成 14 年 2 月 28 日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円 円

通　　期 92,000 18,700 7,300 1,600 3,200
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 11,021円
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個 別 中 間 財 務 諸 表 等  
１．中間貸借対照表 

（単位：千円） 

前 中 間 会 計 期 間 末 
（平成１２年８月３１日現在） 

当 中 間 会 計 期 間 末 
（平成１３年８月３１日現在） 

前 事 業 年 度 
要 約 貸 借 対 照 表 
（平成１３年２月２８日現在） 

 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
（資 産 の 部）    ％    ％    ％ 

Ⅰ 流 動 資 産             

 １現 金 及 び 預 金  ２１,０６９,９７９    ２４,５７４,９０７    ２２,２５０,７７０   
 2 売 掛 金  ２,０１８,３５２    ２,８５７,０５８    １,７８５,３６０   
 3 た な 卸 資 産  １,３０５,８０３    １,３４６,０９８    １,４５１,８０６   

 4 そ の 他  １,５７４,２８２    ４,０９４,９５３    １,０２２,１３３   
  貸 倒 引 当 金  △１３,９２０    △１３,９５７    △１０,４０１   

  流 動 資 産 合 計  ２５,９５４,４９７  ３２．２  ３２,８５９,０６０  ３７．１  ２６,４９９,６６９  ３２．６ 
Ⅱ 固 定 資 産             
（1） 有形固定資産             

 １建 物  ９,５０６,８１１    １０,０１２,０９３    ９,６０１,９４８   
 2 土 地  ５,９４８,９４３    ６,２８９,３１９    ６,２７１,２６４   
 3 そ の 他  ３,００７,１７２    ３,２１７,２７６    ３,２１６,８２２   

  有形固定資産合計  １８,４６２,９２７  ２２．９  １９,５１８,６８９  ２２．０  １９,０９０,０３５  ２３．５ 
（2） 無形固定資産  ２,１４４,４７４  ２．７  ２,０３５,７０５  ２．３  ２,１３８,５２６  ２．６ 
（3） 投資その他の資産             
 １投 資 有 価 証 券  ４,７６８,９４３    １１,１１４,１９４    ９,３３６,５７７   
 2 関 係 会 社 株 式  １２,２８７,８２２    ７,６４７,３１８    ８,０３３,６５１   

 3 差 入 保 証 金  ９,５１５,４０１    ９,４３８,０７６    ９,３５８,１９０   
 4 そ の 他  ９,０９０,７１７    ７,６１５,９９５    １０,８７６,００３   
  貸 倒 引 当 金  △３５６,０２９    △３２３,６０１    △３５２,５５９   

  投 資 損 失 引 当 金  △１,２７９,０１６    △１,２７９,０１６    △３,７０６,９１１   

  投資その他の資産合計  ３４,０２７,８３８  ４２．２  ３４,２１２,９６７  ３８．６  ３３,５４４,９５１  ４１．３ 
  固 定 資 産 合 計  ５４,６３５,２４０  ６７．８  ５５,７６７,３６１  ６２．９  ５４,７７３,５１３  ６７．４ 
  資 産 合 計  ８０,５８９,７３７  １００．０  ８８,６２６,４２２  １００．０  ８１,２７３,１８３  １００．０ 
（負 債 の 部）             

Ⅰ 流 動 負 債             
 １買 掛 金  ２,３８４,４１０    ４,００５,５８７    １,９６６,００８   

 2 未 払 金  ９５３,７９９    １,６１０,６２７    ９８０,２５６   
 3 未 払 法 人 税 等  ３,５３３,３１３    １,８２７,８７３    ２,６８７,０３１   
 4 賞 与 引 当 金  １,１５３,７６７    １,０８０,９３８    ７３４,２１９   

 5 そ の 他  １,６２２,４３１    ２,２９０,５４１    １,６８７,７１２   

  流 動 負 債 合 計  ９,６４７,７２２  １２．０  １０,８１５,５６７  １２．２  ８,０５５,２２７  ９．９ 
Ⅱ 固 定 負 債             
 １社 債  －    ５５９,８３９    ２６５,９２９   
 2 退 職 給 付 引 当 金  －    ２,２８５,８６９    －   

 3 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ４３２,８４５    ４８４,０６０    ４６２,２５０   
 4 そ の 他  ４５１,６８６    ３６１,２３７    １,３２４,４８７   

  固 定 負 債 合 計  ８８４,５３１  １．１  ３,６９１,００６  ４．２  ２,０５２,６６６  ２．５ 

 負 債 合 計  １０,５３２,２５４  １３．１  １４,５０６,５７３  １６．４  １０,１０７,８９４  １２．４ 
（資 本 の 部）             

Ⅰ 資 本 金  １０,２６５,０００  １２．７  １０,２６５,０００  １１．６  １０,２６５,０００  １２．６ 
Ⅱ 資 本 準 備 金  １１,１３９,４７７  １３．８  １１,１３９,４７７  １２．５  １１,１３９,４７７  １３．７ 
Ⅲ 利 益 準 備 金  １,５１９,７０４  １．９  １,７４０,１５０  ２．０  １,６１８,６７０  ２．０ 
Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金             
 １任 意 積 立 金  ４１,４００,０００    ４５,４００,０００    ４１,４００,０００   

 2 中間（当期）未処分利益  ５,７３３,３０２    ５,１７０,９７７    ６,７４２,１４０   

 そ の 他 の 剰 余 金 合 計  ４７,１３３,３０２  ５８．５  ５０,５７０,９７７  ５７．０  ４８,１４２,１４０  ５９．３ 
Ⅴ その他有価証券評価差額金  －  －  ４０４,２４４  ０．５  －  － 

 資 本 合 計  ７０,０５７,４８３  ８６．９  ７４,１１９,８４８  ８３．６  ７１,１６５,２８８  ８７．６ 
 負 債 ・資 本 合 計  ８０,５８９,７３７  １００．０  ８８,６２６,４２２  １００．０  ８１,２７３,１８３  １００．０ 

科 目 

期 別 
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２．中間損益計算書 
 

（単位：千円） 

前 事 業 年 度 
前中間会計期間 当中間会計期間 

要 約 損 益 計 算 書 

（ 自 平成１２年３月１日 
至 平成１２年８月３１日 

） （ 自  平成１３年３月１日 
至  平成１３年８月３１日 

） （ 自 平成１２年３月１日 
至 平成１３年２月２８日 

）  

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％    ％    ％ 

Ⅰ 売 上 高  ３９,５７１,４３８  １００．０  ４６,８３９,８１３  １００．０  ７９,８４６,５２６  １００．０ 

Ⅱ 売 上 原 価  １４,７０１,０７８  ３７．２  １７,８６３,３６８  ３８．１  ２９,４９５,３９９  ３７．０ 

 売 上 総 利 益  ２４,８７０,３５９  ６２．８  ２８,９７６,４４４  ６１．９  ５０,３５１,１２７  ６３．０ 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  １７,８２９,３８６  ４５．１  １９,６３３,８７４  ４１．９  ３５,１５３,２２７  ４４．０ 

 営 業 利 益  ７,０４０,９７２  １７．７  ９,３４２,５６９  ２０．０  １５,１９７,８９９  １９．０ 

Ⅳ 営 業 外 収 益  １,４４９,５７８  ３．７  ５２９,４３０  １．１  １,０９２,９１７  １．４ 

Ⅴ 営 業 外 費 用  ４８,５３９  ０．１  ７３,６７３  ０．２  ９３,６３０  ０．１ 

 経 常 利 益  ８,４４２,０１２  ２１．３  ９,７９８,３２６  ２０．９  １６,１９７,１８７  ２０．３ 

Ⅵ 特 別 利 益  －  －  １０,９３０  ０．０  －  － 

Ⅶ 特 別 損 失  ９０６,６５３  ２．３  ３,１８８,５１７  ６．８  ４,８１３,０１１  ６．０ 

 税引前中間（当期）純利益  ７,５３５,３５９  １９．０  ６,６２０,７３９  １４．１  １１,３８４,１７５  １４．３ 

 法人税、住民税及び事業税  ３,５６２,５５３  ９．０  １,８３１,５０７  ３．９  ６,６３３,３９８  ８．３ 

 法 人 税 等 調 整 額  △３５２,２４２  △０．９  １,０２４,１３０  ２．２  △１,６７１,７４６  △２．０ 

 中 間 （当 期 ）純 利 益  ４,３２５,０４８  １０．９  ３,７６５,１０１  ８．０  ６,４２２,５２３  ８．０ 

 前 期 繰 越 利 益  １,４０８,２５４    １,４０５,８７５    １,４０８,２５４   

 中 間 配 当 額  －    －    ９８９,６６９   

 中間配当に伴う利益準備金積立額  －    －    ９８,９６６   

 中間（当期）未処分利益  ５,７３３,３０２    ５,１７０,９７７    ６,７４２,１４０   

 
 
 

科 目 

期 別 
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中 間 財 務 諸 表 作 成 の 基 本 となる重要な事項  
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
 （１）満期保有目的債券   償却原価法 
 （２）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 
 （３）その他有価証券  時価のあるもの…中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 
  時価のないもの…移動平均法による原価法 
 
２．デリバティブの評価基準及び評価方法  時価法 
 
３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
（１）商 品（市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
      （上 記 以 外）  総平均法による原価法 
（２）製 品（市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
      （上 記 以 外）  総平均法による原価法 
（３）原材料（市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
      （上 記 以 外）  総平均法による原価法 
（４）仕掛品（市場相場のある肉）  総平均法による低価法 
      （上 記 以 外）  総平均法による原価法 
（５）貯蔵品    最 終 仕 入 原 価 法 
 
４．固定資産の減価償却の方法 
 
（１）有形固定資産 定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降取得の建物につきましては定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建 物  ８年～５０年   
機 械 装 置  ７年～１３年 
工具､器具備品  ５年～ ６年 

 
（２）無形固定資産 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。 

 
５．引当金の計上基準 
（１） 貸 倒 引 当 金 
 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
 
（２） 投 資 損 失 引 当金 
 関係会社への投資に対する損失に備えるため、その資産内容等を検討し、計上しております。 
 
（３） 賞 与 引 当 金 
 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額に基づき計上しております。 
 
（４） 役員退職慰労引当金 
 役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 
 
（５） 退 職 給 付 引 当金 
 従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中
間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
 なお、会計基準変更時差異（4,542,799千円）については一括償却することとし、その２分の１相当額（2,271,399千円）
を当中間期に計上しております。 
 
６．外貨建の資産及び負債の本邦への換算基準 
 外貨建の金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 
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７.リース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
８．ヘッジ会計の方法 
 (1)ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理 
 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段：為替予約取引 
 ヘッジ対象：外貨建の予定輸入取引 
 (3)ヘッジ方針 
   社内のリスク管理方針に基づき、外貨建輸入取引に係る将来の外国為替相場変動リスクを回避し、外貨建買掛金
の円貨によるキャッシュ・フローを固定化することを目的として行っております。 
 (4)ヘッジの有効性の評価方法 
   ヘッジ有効性の評価は、原則としてヘッジ開始時から有効性評価時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変
動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者
の変動額等を基礎にして判断しております。 
 
９．その他中間財務諸表作成のための重要な事項 
  消費税等の会計処理方法 
    ①消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
    ②仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の上、流動負債〔その他〕に含めて表示しております 
 
 
 

（追 加 情 報） 
金融商品会計 
 
 金融商品については、当中間会計期間より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会平成 11年 1月 22日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ経常利
益は 160,237千円、税引前中間純利益は 587,507千円それぞれ少なく計上されております。 
 また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれているもののうち預金と同等の正
確を有する投資信託は流動資産の「その他」とし、それら以外のものは投資有価証券として表示しております。これにより
有価証券は 255,925千円減少し、投資有価証券は 255,925千円増加しております。 
 
 
退職給付会計 
 
 当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会
平成 10年 6月 16日））を適用しております。 
この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ退職給付費用は 2,281,233 千円多く、経常利益は 9,834 千円、税引
前中間純利益は 2,281,233千円それぞれ少なく計上されております。 
 
 
外貨建取引等会計基準 
 
 当中間会計期間より改訂後の外貨建取引等会計基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業
会計審議会平成１１年１０月２２日））を適用しております。この変更に伴う影響はありません。 
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注記事項 
 
（中間貸借対照表関係） 
 前中間会計期間末 
（平成１２年８月３１日現在） 

  当中間会計期間末 
（平成１３年８月３１日現在） 

  前事業年度末 
（平成１３年２月２８日現在） 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

12,294,843千円

２．主な外貨建資産 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

12,438,579千円

２. 主な外貨建資産 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

12,740,779千円

２．主な外貨建資産 

 
科目 外貨額 

中間貸借対照表 

計上額 

     
科目 外貨額 

貸借対照表 

計上額 

 

 関係会社株式 9,750千USﾄﾞﾙ   802,407千円        関係会社株式 11,750千USﾄﾞﾙ  1,036,207千円  

 関係会社株式232,345千NTﾄ゙ ﾙ  908,007        関係会社株式232,345千NTﾄ゙ ﾙ  908,007  

 計   1,710,414        計   1,944,214  

３．偶発債務 

   保 証 債 務        

３．偶発債務 

   保 証 債 務        

３．偶発債務 

   保 証 債 務        

 被保証先 保証内容 金額   被保証先 保証内容 金額   被保証先 保証内容 金額  

 
(株)ｺﾞﾙﾌ西洋

他２４件 
金融機関借入

千円

2,527,204 

  (株)ﾊﾐｰﾀｺｰ

ﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

他１８件 

金 融 機 関

借 入

千円

1,675,087 

  (株)ﾊﾐｰﾀｺｰﾎﾟ

ﾚｰｼｮﾝ 

他２０件 

金融機関借入

千円

1,644,421 

 

 ＦＣ加盟者 

（７社） 
リース債務   9,564 

  ＦＣ加盟者 

（５社） 
リース債務 12,563 

  ＦＣ加盟者 

（７社） 
リース債務     9,410 

 

 ＦＣ加盟者 

（１０社） 
割 賦 債 務    33,668 

  ＦＣ加盟者 

（１０社） 
割 賦 債 務 17,603 

  ＦＣ加盟者 

（１０社） 
割 賦 債 務    21,441 

 

 ＦＣ加盟者 

（９３社） 
仕 入 債 務    26,242 

  ＦＣ加盟者 

（９２社） 
仕 入 債 務 30,673 

  ＦＣ加盟者 

（９１社） 
仕 入 債 務    17,597 

 

 計  2,596,680   計  1,735,927   計  1,692,872  

         

 
（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

自 平成１２年３月 １日 
至 平成１２年８月３１日 

当中間会計期間 

自 平成１３年３月 １日 
至 平成１３年８月３１日 

前事業年度 

自 平成１２年３月 １日 
至 平成１３年２月２８日 

１．減価償却実施額 

  有形固定資産     843,266千円 

  無形固定資産     212,691千円 

 

２．営業外収益の主要項目 

  受取利息        37,317千円 

  有価証券売却益     55,363千円 

  有価証券評価損戻入益1,121,205千円 

 

３．営業外費用の主要項目 

 

 

４．特別利益の主要項目 

 

 

５．特別損失の主要項目 

  関係会社株式評価損  445,824千円 

  会員権評価損       15,000千円 

１．減価償却実施額 

  有形固定資産     884,948千円 

  無形固定資産     229,464千円 

 

２．営業外収益の主要項目 

  受取利息        29,372千円 

  有価証券売却益    15,265千円 

 

 

３．営業外費用の主要項目 

  投資有価証券評価損  42,052千円 

 

４．特別利益の主要項目 

  評定済資産戻入益   10,930千円 

 

５．特別損失の主要項目 

  退職給付会計基準  
  変更時差異償却額   

  会員権評価損     427,270千円 

１．減価償却実施額 

  有形固定資産    1,787,918千円 

  無形固定資産      436,868千円 

 

２．営業外収益の主要項目 

  受取利息        84,915千円 

  有価証券売却益     73,853千円 

  有価証券評価損戻入益  407,228千円 

 

３．営業外費用の主要項目 

 

 

４．特別利益の主要項目 

 

 

５．特別損失の主要項目 

  関係会社株式評価損   665,817千円 

  投資損失引当金繰入額2,427,895千円 

  会員権評価損       39,200千円 

 
 
 

( ( () ) ) 

2,271,399 千円 
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（リース取引関係） 

 

前中間会計期間 

自 平成１２年３月 １ 日 

至 平成１２年８月３１日 

当中間会計期間 

自 平成１３年３月 １ 日 

至 平成１３年８月３１日 

前事業年度 

自 平成１２年３月 １ 日 

至 平成１３年２月２８日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 そ の 他  そ の 他  そ の 他 

取 得 価 額 相 当 額 1,302,759千円 取 得 価 額 相 当 額 1,546,281千円 取 得 価 額 相 当 額 1,420,934千円 

減 価 償 却 累 計 額 

相 当 額 
795,394千円 

減 価 償 却 累 計 額 

相 当 額 
1,028,179千円 

減 価 償 却 累 計 額 

相 当 額 
929,922千円 

中間期末残高相当額 507,364千円 中間期末残高相当額 518,101千円 期 末 残 高 相 当 額 491,012千円 

 

 

   なお、取得価額相当額は、有形 

  固定資産の中間期末残高等に占め 

  る未経過リース料中間期末残高の 

  割合が低いため、支払利子込み法 

  により算定しております。 

 

 

（２）未経過リース料中間期末残高相当額 

 １ 年 以 内          261,350千円 

 １  年  超          246,013千円 

  合   計            507,364千円 

 

   なお、未経過リース料中間期末 

  残高相当額は、有形固定資産の中 

  間期末残高等に占めるその割合が 

  低いため支払利子込み法により算 

  定しております。 

 

 

（３）支払リース料、減価償却費相当額 

 支払リース料            131,194千円 

 減価償却費相当額        131,194千円 

 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残 

  存価額を零とする定額法によって 

  おります。 

 

 

 

同     左 

 

 

 

 

 

 

（２）未経過リース料中間期末残高相当額 

 １ 年 以 内          205,580千円 

 １  年  超          323,308千円 

  合   計            528,888千円 

 

同     左 

 

 

 

 

 

 

（３）支払リース料、減価償却費相当額 

 支払リース料            192,134千円 

 減価償却費相当額        192,134千円 

 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同     左 

 

 

   なお、取得価額相当額は、有形 

  固定資産の期末残高等に占める未 

  経過リース料期末残高の割合が低 

  いため、支払利子込み法により算 

  定しております。 

 

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 以 内          240,314千円 

 １  年  超          250,697千円 

  合   計            491,012千円 

 

   なお、未経過リース料期末残高 

  相当額は、有形固定資産の期末残 

  高等に占めるその割合が低いため 

  支払利子込み法により算定してお 

  ります。 

 

 

（３）支払リース料、減価償却費相当額 

 支払リース料            290,372千円 

 減価償却費相当額        290,372千円 

 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同     左 

( ( ( ) ) ) 


